
平成26年度「三重県行財政改革取組」具体的取組 年次計画について 

 

「三重県行財政改革取組」については、「三重県行財政改革取組ロードマップ（工

程表）」に基づき、知事を本部長とする「三重県行財政改革推進本部」を中心として、

全庁的な推進及び適切な進行管理を行っているところです。 
平成 25年度において、52の具体的取組のうち 18取組を達成し、平成 24年度に達

成した 22取組とあわせ、40取組（76%）が達成となり、「みえ県民力ビジョン・行動

計画」の県民指標である「行財政改革取組の達成割合」の平成 25年度目標（71%）を

上回る達成割合となりました。今年度は、更に 5取組（86％）の達成をめざします。 

 

１ 取組の推進 

52の具体的取組のうち未達成の 12取組においては、昨年度までの実績を踏まえ、

必要に応じ工程を見直したうえで「年次計画」を策定し、着実に推進していくことと

しています。（別表参照） 

また、半期ごとに進捗状況の把握・検証を実施し、県議会への報告やホームページ

等により県民の皆さんに公表するなど、透明性の高い取組の推進に努めています。 
なお、既に達成している取組についても、定期的に実績等を確認しながら、取組に

係る成果の維持・向上を図ります。 
＜今後の予定＞ 
・平成 26 年９月定例月会議 上半期実績見込の報告〔未達成取組〕 
              （ホームページ等での公表） 
・平成 27 年２月定例月会議 年度実績見込の報告〔全取組〕 
 （ホームページ等での公表） 
 

２ 主な取組の年次計画概要 

（１） 個人住民税の徴収対策の推進（別表 番号 13） 
平成 26 年度から県内の全市町が特別徴収義務者の指定を徹底していることか

ら、各市町との緊密な連携のもと、円滑な徴収を推進。 
県による直接徴収の取組として、引受案件の滞納整理を行うほか、より多くの

市町と連携していくため、市町への参加要請や個別協議を実施。 

（２） 県民が納税しやすい環境の整備（別表 番号 15） 
平成 26 年５月のクレジットカード納税導入にあたって、クレジット納税制度

の周知や利用拡大に向けたＰＲ等を実施。 
自動車税を含む自動車保有関係手続のワンストップサービス（OSS）の導入に

ついては、各OSS 関係会議、ワーキンググループ等により引き続き検討。 
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（３） 多様な財源確保策の導入（別表 番号 16） 
県有施設へのネーミングライツについて、秋頃からの導入に向けて、ネーミン

グライツ・パートナーの選定準備を実施。 
県行造林におけるオフセット・クレジット制度について、引き続き一般社団法

人フォレストック協会と協力して、CO2 クレジットの販売活動を促進。 

（４） 平成 26 年度末の県債残高を減少に転換（別表 番号 19） 
徹底した歳出の見直しと歳入の確保に取り組むとともに、国からの交付金を効

果的に活用することにより、予算編成において、中期財政見通しで示した発行額

の範囲内に県債発行（臨時財政対策債等を除く）を抑制。 

（５） 電子調達システムの機能改善・最適化（別表 番号 49） 
公平・公正・透明で競争性の高い調達を一層推進するため、平成 27 年 3 月の

運用開始をめざして、従来の物件等電子調達システムと公共事業電子調達システ

ムを統合した次期システムを構築。 
 




















